
２．１ はじめに―核物理からプラズマ核融合へ
核弾 性 散 乱（nuclear elastic scattering）と い う 言 葉

は，核力による弾性散乱という程度の意味合いである．軽

い荷電粒子（原子核）間の散乱衝突が想定されていて，中

性子散乱は通常は除外される．散乱の様子は衝突する粒子

のエネルギー，精確には２粒子の相対運動のエネルギーに

よって大きく変わる．核融合プラズマで考えるようなエネ

ルギー領域では，イオン間の衝突素過程としては Coulomb

散乱が支配的である．しかしエネルギーが十分高ければ，

核力ポテンシャルも効いてくる［１‐３］．

図１は相互作用のポテンシャル�を粒子間距離�の関数

として模式的に示したものである．

遠距離では Coulomb 力に遠心力（角運動量に由来）が加

わった斥力，短距離では引力（核力）が働き，�～０には固

い斥力の芯が存在することが知られている．例えば２粒子

が D-T 炉心プラズマ中の重陽子とトリトンの場合，Cou-

lomb 障壁の高さは約 0.4 MeV であり，相対運動のエネル

ギーはこれより一桁ほど小さな値なので２粒子が核力の作

用範囲（�～10－13 cm）まで近づくことは困難である．ごく

稀に量子力学的なトンネル効果で Coulomb 障壁を透過し

たものが核融合反応を起こすにすぎない．従って散乱は

Coulomb ポテンシャルによる．ところが核融合反応で発生

した 3.52 MeV のアルファ粒子（D-3He プラズマでは

14.7 MeVの陽子）がイオンと衝突するような場合には粒子

が核力の作用範囲まで近づくことは容易であり，散乱は

Coulomb ポテンシャルと核力ポテンシャルを介したもの

となる．

軽い核同士の散乱衝突に関しては，サイクロトロンの発

明以来，豊富な実験研究の実績があって，入射粒子－標的

粒子の様々な組合せについて実験データが蓄積されている

［４‐７］．特に陽子－陽子（�-�）散乱は，中性子－陽子（�-�）

散乱とともに，核力の性質を調べるための基本的な過程と

して古くから詳細な解析がなされている［８］．散乱実験を

模式的に示すと図２のようになる．測られる量は���，実

験室系における‘微分断面積’である．これは単位時間に

微小立体角���内に散乱される（�����）なる面積を通過す

る）粒子数と入射フラックス 	
�（単位面積に毎秒入射する

粒子数）の比として定義され，面積の次元をもつ．
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図１ 相互作用のポテンシャル．r < R では引力（核力），r > R

ではCoulomb力が働く．動径運動を考える場合は遠心力ポ
テンシャルが加わる．
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ただし���は散乱粒子のフラックスを表す．単位立体角あた

りの微分断面積��������を全立体角に亘って積分したも

のが散乱の全断面積��である．通常，微分断面積は方位角

には依らないので，��は次の積分で求められる．

������ ��
��
� �

�

��������. （２）

微分断面積の計算法については次節で述べることにし

て，ここで測定例を見ておこう．図３は 6 MeV の陽子（�）

が重陽子（�）に入射した場合の微分断面積�����を散乱角

�（図では��	）の関数として示す．ただし此処では，重心

系で考えている．実線は文献［７］の測定データを基に描い

たもの，破線は比較のために裸のCoulombポテンシャルだ

けが存在すると仮定して，Rutherford の公式を用いて計算

したものである．よく知られているとおり，純粋な Cou-

lomb力による散乱では，微分断面積は���で発散し（１０°

以下で実線と点線が重なっているのはこのためである），

�が大きくなると急速に減少する．ところが今の例のよう

に，入射粒子のエネルギーがCoulomb障壁よりもはるかに

高い場合には，実際に測定される微分断面積は散乱角のほ

ぼ全範囲に亘って有意の値をもって広がり，��20°では

Coulomb 散乱の微分断面積とは全く違った振舞いをする

ことがわかる．小角度では Coulomb 散乱が支配的であ

り，大角度の散乱は核力によるといえる．（核力と Cou-

lomb 力の干渉効果も含まれる．次節参照）

図４は陽子－陽子（�-�）散乱の微分断面積であり，文献

［８］の解析結果を，縦軸を図３に合わせて描き直したもの

である．入射陽子のエネルギーは 2.4 MeV である．同種粒

子の散乱なので散乱粒子と反跳を受けた粒子の区別ができ

ない．このことを反映して微分断面積は��90°の両側で対

称となる（ただし入射粒子，標的核の何れも，スピンの偏

りはないと仮定している）．この場合にも散乱角の広い範

囲（２０°���１６０°）で核力の効果が著しいことが明らかで

ある．

核力による散乱を炉心プラズマ加熱の観点から捉える契

機を与えたのは１９７１年の Devaney&Stein の報告［９］であろ

う．彼等は重水素プラズマ中でのビーム粒子
（
��，�，�，
3He，�）のエネルギー損失に対する核力の寄与を評価し

た．標的核 �（文献［９］では ���）の熱運動を無視すると，

核弾性散乱による単位路程あたりの平均エネルギー損失は

以下のように書ける．

図２ 散乱実験の模式図．粒子は次々にやって来ては散乱されて
去っていく．�方向に散乱されたものを計測する．

図３ 弾性散乱の微分断面積の例（p→d）．測定値は散乱角の広
い範囲に亘って広がる．破線は純 Coulomb散乱成分を示
す．（1 burn ＝ 10－24cm2）

図４ 弾性散乱の微分断面積の例（p→p）．散乱粒子と反跳粒子
の区別がつかないため，曲線は�＝ 90°の両側で対称にな
る．（1 burn ＝ 10－24cm2）
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ここで��は標的核の数密度である．被積分関数中の

������	は微分散乱断面積の測定値から純粋に Coulomb

力による部分を差し引いたものであり，‘核弾性散乱の微

分断面積’として導入された（添字�	の意味は後述）．

���はエネルギー��の粒子が１回の弾性散乱で失うエネ

ルギー量を表す．散乱前後の全運動量および全エネルギー

の保存で決まり，散乱角�（重心系）が大きいほど大きな値

になる．実際に Devaney&Stein が計算評価したのは，数密

度で割った次の‘対数エネルギー損失率’である．これはエ

ネルギー��のみの関数である．
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その後，Perkins&Cullen は標的核を５核種（�，�，�，
3He，�）に拡張して同様の計算を行うとともに，５×５の

（入射粒子�，標的核 �）の組合せに対して‘核弾性散乱の

全断面積’��	の評価値を与えた［１０，１１］．例として

��	�����	��，��	��の場合の��	を入射粒子エネルギーの

関数として描くと図５のようになる．比較のために Cou-

lomb 散乱の微分断面積を 0.1°���20°の範囲で積分した

ものを細い実線で，D-T 核融合反応の断面積を破線で示

す．これらからも，核弾性散乱は非熱的な衝突過程であり，

その効果はアルファ粒子よりも陽子に対してより顕著に現

れることが予測できる．

くどくなるが念を押すと，荷電粒子の弾性散乱に「Cou-

lomb 散乱」と「核弾性散乱」という違った２つのものがあ

るわけではない．散乱は一つ，測られる断面積も一つであ

る．微分断面積からわざわざ純Coulomb散乱の部分を差引

いて‘核弾性散乱の微分断面積’なるものを導入した理由

は，プラズマ中の荷電粒子のエネルギー損失に対する核力

の寄与を見るためである．また，そうしておいた方が，プ

ラズマへのエネルギー付与過程等を運動論的方程式に基づ

いてより詳細に解析する場合に役立つと予想されたからで

ある．（前方に鋭いピークをもち，後方にも広く分布する

散乱を一纏めにして取り扱うのは，殆ど不可能と思われ

る．）

２．２ 核弾性散乱断面積の求め方
散乱や核反応などの素過程は量子論で記述される．本節

では，散乱断面積が量子力学の基本方程式とどのように結

びついているかを手短に述べた後，核弾性散乱の微分断面

積を求めるために Devaney&Stein がとった実際的な方法

を紹介する．断面積の計算評価法に興味のない方は次節に

進まれたい．

図２において，粒子が次々にやってきては散乱されて

去っていく状況を想定すれば，散乱過程は定常問題として

取り扱える．ポテンシャルが粒子間の距離
だけに依存す

る場合には，２粒子（それぞれの質量を
�，
�とする）の

運動は重心運動と相対運動に分離されるが，衝突の影響は

相対運動のみに反映されるので，断面積計算の出発点は相

対運動に対する次の Schrödinger 方程式である．
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ここで�������
��（��
�����
）は相対運動のエネル

ギーであり，２粒子が重心に対して持つ運動エネルギーの

和に等しい．このように，２粒子の衝突の問題は換算質量


をもつ１粒子のポテンシャル��
�による散乱の問題に書

き直される．

散乱が観測されるのは粒子が十分離れた（
��）後で

あるが，その
��において，（６）式の解は�方向に入射

する平面波と原点から外向きに発散していく散乱球面波の

重ね合わせになっているはずである（図６）．すなわち，

��
�����������
���




（
��） （７）

ただし�は，�����で定義される波数ベクトルの大きさ

で，相対運動エネルギーとの関係は��������
であ

る．第２項に係っている ����は‘散乱振幅’と呼ばれ，散

乱が必ずしも等方ではないこと，すなわち散乱球面波の振

幅が散乱角�（重心系）によって色々変わる可能性を表し

ている．この入射波および散乱球面波を使って入射フラッ

クス ���および散乱フラックス ���に対応する‘確率の流れ

図５ 核弾性散乱断面積の例（p→d，�→d ）．比較のため，Cou-

lomb散乱（0.1°���20°）とD-T核融合反応の断面積も示
す．（1 burn ＝ 10－24cm2）
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の密度’を計算してみると（ ���は����として計算），

� �
����

�

�
， ����

�

�

�	����
�

��
（８）

これらを（１）と同様の定義式に代入すれば，単位立体角あ

たりの微分断面積は


�


�
��	����

� （９）

となり，微分断面積を求める問題は散乱振幅を計算する問

題に帰着する．

散乱振幅	���の式は，方程式（６）の解で（７）のように振

舞うものをつくってみればわかる．ポテンシャルが

���������

���で与えられる純Coulomb散乱の場合には，

次のように求められている［１２，１３］．（これを（９）に入れて

計算すれば Rutherford の公式が得られる．）

	������
�

��
������

�

�
��	���
�����

�

�
� �����
� �，（１０）

た だ し�	����

����は Sommerfeld パ ラ メ ー タ，

�
	����������は軌道角運動量０（S 波）に対する Cou-

lomb 位相差と呼ばれる量である．

Coulomb ポテンシャルに短距離の核力ポテンシャルが

付け加わったとき，散乱振幅が如何なる変更を受けるかを

見るには，波動関数を角運動量��（��
	�	�	…）をもつ

‘部分波’に展開する方法が便利である．以下しばらくは簡

単のため，異種粒子間の散乱衝突を想定する．まず，

	����は各�成分からの寄与の和として以下のように表さ

れる［８，１２‐１５］．

	�����
�
���
�
��





���������	�����������������（１１）

ここで��は Coulomb ポテンシャルによる‘位相のずれ’

（軌道角運動量�に対するCoulomb位相差）であり，上式は

Coulomb ポテンシャルの影響で外向き球面波の部分波ご

との位相が自由粒子の場合よりも��だけずれることを表

している．

核力ポテンシャルが付け加わった場合の散乱振幅は，文

献［８，１３，１４］等に与えられている．結果を記すと

	����
�
���
�
��





������
��	�������
��������������
（１２）

これを（１１）と比べると，核力の追加により外向き球面波の

位相がさらに
�の分だけずれるという形になっている．量

子数�が十分大きい場合には，Coulomb 力＋遠心力の斥力

ポテンシャルにより粒子は核力の作用範囲から遠ざけられ

るので，（１１）からの変更は無視できる．実際，入射エネル

ギーが高 １々０数 MeV の場合には，核力の影響を受けるの

は��
のS波だけなので純Coulomb散乱との差は

だけ

に含まれる．このようなことから，散乱に対する核力の寄

与を見るには，散乱振幅を純Coulomb散乱項と付加項の和

の形に書くのが便利である．

	����	�����	���� （１３）

第２項 	����は‘核散乱振幅’と呼ばれる．これは（１２）か

ら（１１）を差引けば直ぐに得られ，以下のようになる．

	�����
�
���
�
��





��������	������

����	���
�������������（１４）

この 	����は式中に��（Coulombポテンシャルによる位相

のずれ）が含まれることからもわかるように，核力ポテン

シャルだけが存在する場合の散乱振幅とは全く異なるもの

である．

上に示したように，	�	��	�であるから，単位立体角

あたりの微分断面積（��	��）は３つの部分から成る．

（＊は複素共役を表す．）


�


�
��	��	��

�
��	�����

�
�����	

�

�	����	�����
� （１５）

第１項は純 Coulomb 散乱の微分断面積
��
��で，第３項

は「核力のみ」の寄与，第２項は Coulomb 力と核力の干渉

で生じた項である．（第２項）＋（第３項）が Devaney&

Stein や Perkins&Cullenが評価した核弾性散乱の微分断面

積
��
���である．添え字の��は‘Nuclear plus Interfer-

ence’の省略形で，干渉項が含まれることを表示している．

微分断面積の成分に純 Coulomb 散乱の微分断面積が現れ

るので，全体からそれを差引いた残りを核力による寄与，

つまり核弾性散乱の微分断面積としたことは正当である．

ここで同種粒子の散乱について簡単に触れる．まず，実

験的には散乱された粒子と反跳された粒子の区別ができな

い．つまり，図７の（a）と（b）は区別がつかない．加え

て，粒子のスピンが関係してくる．例えば Fermi 粒子（ス

ピンの大きさが半整数でPauliの排他律に従う）の場合，系

の波動関数は位置およびスピン座標に関する粒子の入換え

に対して反対称でなければならない．これらにより，基本

式
��
���	�����がどう変わるか見てみよう．具体的に示

すため，スピン 1/2 の陽子（トリトンでもよい）に限定す

る．（詳しくは文献［１６］を参照）

図６ 入射平面波と外向きの散乱球面波．図２に対応する．（６）
の r→∞での解は，平面波と外向き球面波の重ね合わせに
なっている．
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�-�系の全スピン�のとり得る値は０と１である．この

うち���の状態は３通りあり，これらの状態（triplet spin

state）では波動関数のスピン部分は粒子の入換えに対して

対称であることが示される．そうすると，（波動関数は空

間部分とスピン部分の積なので）空間部分が反対称という

ことになる．一方，���の状態は１通り（singlet spin

state）あり，粒子の入換えに対してはスピン部分が反対称

になるので，空間部分は対称になる．これらのことから，

先に仮定した Schrödinger 方程式の解の漸近形（７）が以下

の形に置き換えられる．

����� ����������� ��		����	�����

����

�
�����

（１６）

２箇所に出てくる複号のプラスは空間部分が対称な一重状

態（���），マイナスは反対称の三重状態（���）に対応

する．これに応じて微分断面積と散乱振幅の関係も変更さ

れる．入射粒子と標的粒子のスピンを揃えたりしない通常

の場合は，一重状態には1/4，三重状態には3/4の統計的な

重みがかかるので，以下のようになる．
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この式に例えば（１０）の 	����を代入して計算すれば，スピ

ン 1/2 の同種粒子の Coulomb 散乱に対する微分断面

積―Mott の公式［１２］の一例が得られる．

散乱の全断面積については，微分断面積をそのまま全範

囲で積分すると同じ状態を２度数えたことになるので，２

で割った次式で定義される．

���
�
�
�
�

�

����
�


�
����
� （１８）

以上をまとめると，Coulomb ポテンシャルと核力ポテン

シャルが共存する場合の弾性散乱の微分断面積は，１）異

種粒子の場合は（１０）と（１４）を（１５）に代入して，２）同種粒

子に対しては（１０）と（１４）の和を（１７）に代入して（ただしス

ピン 1/2 の粒子の場合）計算するということになるが，し

かし，これで終わったわけではない．（１０），（１４）は散乱振

幅を位相のずれで表す一般式であって，問題が位相のずれ

を求めることに変わっただけである．この路線で先に進む

ためには，ポテンシャルの形状，深さや幅，等々をはじめ

とする様々な情報とその分析が必要であり，大変な労力を

要する作業になる．

これを避けるべく Devaney&Stein がとった実際的な方

法を以下に示す．ここでも簡単の為，異種粒子の散乱に限

定する．

散乱振幅 	の散乱角余弦������に対する依存性を求め

る．まず，純 Coulomb 散乱の振幅を書き変えると

	������
�

������
������
�

���
�

� ������� �， （１９）

指数部の�－依存性は弱い（しかも�	��
�は全く指数部に依

らない）ので 	�������
��は妥当な近似である．一方，核

散乱振幅	�に対しては�
������の形であることから冪級

数を採用すれば，全体は以下のように近似できる．

	����
���
���

��������������
�� （２０）

この式の二乗�	���	
	を計算する．Coulomb 力と核力の干

渉は�が小さい領域でのみ重要になるというすでにわかっ

ている事実を考慮すれば，展開式中の干渉項に現れる高次

項（�に関して１次以上の項）はすべて落とせる．そうする

と，微分断面積の角度依存性は以下のようになる．第１項

が純 Coulomb 項，第２項は干渉項，第３項以下が核力項で

ある．（厳密にいうと，この核力項にも干渉の影響が幾分

か含まれる．）


�

�
�
�����
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�����
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��
���

�
��
������
���
�� （２１）

Devaney&Stein は，同種粒子散乱の場合も含め，最小二

乗法を用いて微分断面積の角度依存性の式を測定データに

合わせることにより，まず弾性散乱の微分断面積
��
�

を評価し，それから純 Coulomb 散乱の部分
��
��（計算

値）を差し引いたものを核弾性散乱の微分断面積
��
���
とした．Perkins&Cullenがとった方法もまったく同じであ

る．展開式の次数は粒子の組合せのほかエネルギーによ

る．例えば��～10 MeV の時の �-
散乱では���，した

がって��の項までとられている．

２．３ 炉心プラズマ特性等への影響―解析方法の
観点から

微分断面積の角度依存性の式（２１）やグラフ（図３等）か

らもわかるように，核弾性散乱は散乱角�が広く分布する

ので，１回あたりのエネルギー移行量（（４）の	��）が大

きい．最前方（��������）に強く分布して１回の散乱で

は殆どエネルギー移行のない Coulomb 散乱とは対照的で

ある．

Coulomb 散乱に核弾性散乱を加えたことによってもた

図７ 同種粒子の散乱過程．実験では散乱粒子と反跳粒子を区別
できない．過程（a）と（b）は区別がつかない．
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らされる炉心プラズマ特性への主な影響は，１）直截的な

効果としてのイオン加熱の促進，２）イオン分布関数の形

が変わることによる反応率係数の増減や放出粒子スペクト

ルの広がり，等である．これらの具体的な内容については

第３章以下で詳しく説明が為されるので，ここでは主に解

析方法の観点から若干の補足をする．

まず１）の効果に関し，Devaney&Stein の平均エネル

ギー損失率のデータをそのまま使った例は筆者等の論文

［１７］である（磁場閉じ込めのD-D炉を想定）．これは，核弾

性散乱を炉心プラズマの内部加熱と結びつけた最初の報告

であったが，核反応生成粒子の減速を連続的な過程として

取り扱っており，散乱あたりのエネルギー移行の大きい不

連続な過程である核弾性散乱の特質を十分に捉えたもので

はなかった．

この特質を取り入れるためには分布関数レベルの解析モ

デルが必要であり，プラズマの衝突過程の取扱いでよく知

られたFokker-Planck方程式にBoltzmann衝突項（積分形，

核弾性散乱を記述）を付け加えた Boltzmann-Fokker-

Planck モデルが提出された［１８‐２２］．核反応生成粒子から

プラズマイオンおよび電子へ分配されるエネルギーの割合

は，連続減速モデルで計算した場合と殆ど変わらないが，

核反応生成粒子の分布関数が核弾性散乱を入れて求められ

たことに意義がある．このモデルを用いて，文献［２０］では

ミラー磁場からの高エネルギー粒子の逸脱が計算された．

文献［２２］は球対称１次元で空間変数を含む（速度空間は２

次元）．その後，媒質の時間的変動が激しい場合にも対応

できる形に拡張され［２３］，中心点火方式を想定した慣性核

融合プラズマ中での核反応生成粒子の輸送計算に使用され

た．

イオン加熱の促進は D-3He 炉で顕著に現れる．例えば球

形トカマクのD-3He炉を想定したシミュレーションによる

と，核弾性散乱を考慮しなければ，炉心プラズマを立ち上

げて点火領域までもっていくことは困難のようである［２４］

（第４章参照）．また，慣性閉じ込めの D-3He 燃料ペレット

（D-T 点火剤付き）においても，十分な燃焼を達成する上で

D-T 中性子による加熱と 14.7 MeV 陽子の核弾性散乱が重

要な役割を果たすことがシミュレーションで明らかにされ

ている（第５章参照）．

Boltzmann-Fokker-Planckモデルは，Fokker-Planck衝突

項とBoltzmann衝突項とを併せもつ運動論的な解析モデル

である．２つの衝突項の和としてよい根拠は，散乱振幅か

ら純 Coulomb 散乱の部分を抜き出して全体を「Coulomb

散乱」＋「核散乱」の形に書くことができ，その結果，微分

断面積は純 Coulomb 散乱の部分と核力が関係する部分の

和に分離できるという，量子力学を使って得られる事実に

ある．

実はBoltzmann-Fokker-Planck方程式という表現は文献

［１８‐２２］以前，１９８１年には Ligou によって使われていた

［２５］．ただし，彼がBoltzmann衝突項を取り入れたのは大

角度のCoulomb散乱（微分断面積は角度とともに急減する

が０ではない）を組み込む為で，核弾性散乱は考慮されて

いない．

２）のイオン分布関数に影響が現れる原因は，核弾性散

乱が大角度散乱で１回あたりのエネルギー移行が大きいと

いうことにある．自己点火炉心の場合，核反応で発生した

高エネルギー粒子の核弾性散乱によって燃料イオンが反跳

を受ける（このため‘ノックオン衝突’とも呼ばれる）こ

とにより，分布関数の高エネルギーテール部に Maxwell

分布からずれた成分（‘ノックオン・イオン’）が形成され

る．その結果，反応率係数����の値がMaxwell分布を仮定

した場合とは違ってくることが予想され，場合によっては

‘増倍’（reactivity enhancement）が期待される．また，核

融合反応で放出される粒子のスペクトルが Gauss 分布

（Maxwell 分布の場合に得られる）よりもさらに広がった

ものになる．ただしこの場合は，熱平衡にきわめて近い状

態がある程度維持されることが前提にあるので，慣性核融

合プラズマは考えない．

これらのうち反応率係数の変化は，D-3He など先進燃料

炉の核反応特性向上の面から興味がもたれ，解析が為され

た［２６‐２８］．プラズマの諸量は磁場反転配位による D-3He

炉概念［２９］を参照して設定された．結果は第３章で詳しく

示されるが，‘増倍’といえるほどのものは得られない．

反応にもよるが，増えても高 ２々０％留まりである．

放出粒子スペクトルの広がりは主に中性子計測による

D-T 核燃焼プラズマ診断の観点から近年関心を集めている

［３０‐３３］（第３章参照）．この場合，ノックオン・イオンは

アルファ粒子の核弾性散乱で生成され，その量は全イオン

の 0.1％ 程度で，反応率係数の増加は１％を超えない．

例外的に反応率係数の著しい増倍が起こるのは，�線計

測に基づくノックオン・イオン診断のために提案された核

反応の場合である［３４］．そこでは少量添加した6Li と燃料

イオンの反応でガンマ線を生成するが，これらの反応に

ノックオン・イオンの効果が現れる．特に入射エネルギー

に閾値をもつ��6Li反応においてその効果は絶大で，Max-

well分布を仮定した場合からの増倍は，イオン温度20 keV

（30 keV）のとき約６０００（２００）倍に達する［３５］．エネル

ギー生成のための反応ではないので炉心性能の向上には繋

がらないが，ノックオン・イオンを考慮しなければ反応率

が正しく評価されない一例である．

ノックオン・イオンの生成を精確に計算するためには，

核反応生成粒子とプラズマイオンの双方に対して運動論的

方程式を立て，連立方程式の解としてイオン分布関数を求

めなければならない．このような認識に立つ，矛盾のない

一貫した解析法の原型は Chu 等の論文［３６］にみられる

が，論文は核弾性散乱を考慮したものではなかった．文献

［２５‐２７］で提示され，文献［３５］でも用いられた Boltzmann-

Fokker-Planck モデルは，上の認識のもとに核弾性散乱を

取り入れたものである．モデル方程式は発生項，散乱衝突

項，消失項のほか，熱伝導に伴う出入項（速度空間での粒

子の出入り）を含む．このモデルは数値解法等の面で大幅

に改良されて現在に至っている［３３］．

繰り返しになるが，荷電粒子の弾性散乱に「Coulomb

散乱」と「核弾性散乱」という違った２つのものがあるわ

けではない．散乱は一つ，測られる断面積も一つであって，
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散乱衝突は Coulomb ポテンシャルと核力ポテンシャルが

共存する状況下で起こり，入射エネルギーが十分大きい

（�MeV）場合に核力の影響が現れる．このとき，前方への

散乱はCoulomb力に支配され，散乱角の大きな散乱は核力

による．一つの微分断面積をわざわざ２つ，Coulomb 力の

みの部分と核力の部分に分けた理由は，そうした方が衝突

過程を運動論的に記述するのが容易になるからである．こ

うすると，純Coulomb散乱に対するFokker-Planck衝突項，

すなわちLandauやRosenbluth以来の成果を利用すること

ができる．またBoltzmann衝突項の取り扱いには原子炉物

理の分野でよく知られた手法が適用できる．

２．４ おわりに
炉心プラズマにおける核弾性散乱効果の検討を思い付い

たのは，博士課程の頃，Mcnallyのレポートを通してDeva-

ney&Stein を知ってからであった．学位論文のテーマとは

別に，中島秀紀氏（現九州大学名誉教授）と一緒に取り組

んだ．Mcnallyレポートは『核融合研究』の新着文献で中島

氏が見つけて取り寄せていた．２．２節は，その後の研究を展

開する際，使おうとしている断面積データがどのようなも

のか安心して使えるものか確認するため，色々と検討した

時のノートが基になっている．

「核弾性散乱」と聞いて，「何かワカラン変なことを言っ

ている」という印象をもたれた方が多かったのではないか

と今更ながら思われ，これまで十分な説明をしてこなかっ

た責任を感じていた．現役の人達に混じって本小特集の執

筆を引き受けた所以である．核弾性散乱とその効果を記述

する Boltzmann-Fokker-Planck モデル，いずれも素性確か

なものであることがわかっていただければ幸甚である．
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